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Ⅱ．経営改善計画の考え方

Ⅱ－1　なぜ利益・資金計画が必要か
１．利益・資金計画の必要性

(1)利益・資金計画は経営の羅針盤    ～経営の方向性を示す～
利益・資金計画は会社経営の羅針盤です。羅針盤なくして社会経済という大海原に漕ぎ出しても，進むべき方向が見えなくなり，思いつきの経営を行うことになってしまいます。思いつきで経営を行って成果をあげられるほど世の中は甘くありません。

別の言い方をすると，利益・資金計画は経営活動を行う為の経営者の「意思」，「想い」です。意思なきところに行動はないですし，行動なきところに成果はでません。

この経営者の「意思」，「想い」を正しく伝えることにより，利害関係者（六種の利害関係人）の協力を引き出していくのです。よく，『利益・資金計画をたてても実現しないから必要ない』という経営者がいますが，実現しないからこそ，経営の進むべき方向性を示す利益・資金計画が必要となるのです。
(2)利益・資金計画で目標を明確にする    ～具体的な到達目標を示す～
経営の羅針盤となる利益・資金計画を作成する際には，決算書を用いて過去の企業活動をよく分析し，将来の計画を明確に打ち出すことが重要となってきます。過去の経営をよく理解することで，「なんとかなる」経営から，「堅実」な経営を目指すことができるのです。

どのような新しい時代になっても過去の経験の60％～70％は活かせるものです。過去の経験が活かせるかどうかは，①過去の経験を自分のものにしている，②新しい時代に合わせた「置き換え能力」があるかどうか　にかかっています。

上記(1)で進むべき方向が明らかになっても，短期的な目標が定まっていないと，経営力を集中させ成果を上げることはできません。

利益・資金計画では，①売上目標（得意先別売上目標，商製品別売上目標），②粗利益(率)目標，③諸経費目標，④結果としての利益目標が明らかになります。

また，利益を獲得するための，資金調達（借入，社債発行等）と資金運用（設備投資，売上債権，在庫）といった資金調達と運用の両面から目標を設定することで，経営活動の目標が明確になるのです。

この目標を達成することで，「なんとかなる経営」から「堅実な経営」への脱皮が図られるのです。

(3)具体的な方法（アクションプラン）まで落とし込む

   ～具体的な行動プランまで落としこむ～

数値目標だけでなく，数値目標を達成するための，重点方針，アクションプラン等も合わせて策定されなければなりません。

①「過去２年間を見ると売上は増加しているが，税引前利益は減少している」という例からは，売上だけでなく，キッチリ利益の計上できる利益・資金計画が必要ということが伺えます。

②「過去２年間の粗利益率は低下傾向にある」という例からは，売上だけでなく，利益まで考慮した利益・資金計画が望ましいことが伺えます。

③「過去の販売管理費は，売上とは無関係に増加している」という例からは，今後，人材を補強し売上を増加させるためには，政策的に人件費は増加させなければならないということが伺えます。

④「２年間の損益計算書を見て，３年間の中期の方針（ビジョン）が見えた」という例からは，例えば，１人当たりの経常利益が増加するような会社にしたいといったようなことがわかってきます。
このように過去（実績）を考えて，将来のあるべき方向性を明確にするためにも利益・資金計画は重要なものです。

(4)進捗管理を実施するツール   ～目標実現のためのチェックを行うツール～

ビジネスは Ｐ → Ｄ → Ｃ → Ａ  のサイクルを繰り返しながら，螺旋階段のように高度化していくことです。利益・資金計画はそのための Ｐ（プラン）に該当します。

通常，中小企業のビジネスサイクルは Ｐ → Ｄ → Ｃ → Ａとなっていない場合が多く見受けられます。利益・資金計画をたてることでＰ → Ｄ → Ｃ→ Ａ の流れを確実なものとし，Ｄ のあとで，確実に Ｃ を行い，成果と反省の分析を通じて，Ｐへと繋ぐことが重要です。
そこで利益・資金計画は，策定の際だけで活用するだけではなく，Ｃ（チェック）のツールとして年間で使い切ることが大切になってきます。

机にしまって，１年間に１度しか見ない利益・資金計画ではなく，毎月の会議で検討し，常に実績をチェック（予実績対比）するためのツールとして活用したいものです。

２．利益・資金計画は決算終了前に作成する  ～利益・資金計画は10ヶ月で作成～

(1)経営に空白期間があってはならない   ～計画は途切れなく作る～

　次期利益・資金計画を作成するためには，当期の確定した損益計算書を基礎にしなければならないと思っている経営者が多いが本当にそうでしょうか。

　12月決算と仮定しますと，会社は１２月に会計期間が終了しますが，締め日の20日以降の売上を計算する，仕入先からの請求書の到着を待つ，諸経費の未払い額を計算するといったことがあり，１ヶ月後の１月末にならなければ年次決算の為の資料が集まってこないことになります。さらに，税理士事務所が税務申告書を作成して申告まで行うと，又１ヶ月弱の期間が必要になってきます。やっと正確な決算書ができてきたので，この決算書を基礎に利益・資金計画をたて始めると，さらに１ヶ月ほどかかってくるので，最終的な利益・資金計画が作成されるのが３月末から４月初めとなってしまいます。利益・資金計画ができた段階で，既に，３～４ヶ月が経過しています。つまり，第１四半期は，計画や方針も持たずに経営を行うという結果になってしまいます。
このようなことでよいのでしょうか。

経営上このような空白期間を持ってはなりません。次期がスタートした時に既に利益・資金計画は完成していなければなりません。
　今回のシステムでは，決算終了後のデータを使っているのでこの問題は発生しませんが，通常はこのように考えて計画は策定しなければなりません。
(2)将来予測能力も経営力   ～将来を考えることで能力は磨かれる～

　人間の持つ能力の１つに「時間の長さについて」の判断力がある。小学生は　今　自分のしたいこと，欲しいオモチャのことしか考えません。大学生になれば，仕送りやバイトの収入で暮らす　１ヶ月～数ヶ月　を考えた生活をするでしょう。主婦は，お父さんの給与，賞与，ローン等の支払を考えて，　最低１年位　の長さで家族の生活を切盛りするでしょう。

一家の大黒柱のお父さんともなれば，子どもの将来，自分たちの生活設計等を考えて　数年～数十年　を漠然とではあるが考えて仕事をしているはずです。

　つまり歳を重ね（歳を取るとはいわない）ることで，将来を見据えて対処する方法を学びながら人間は成長するものなのです。

　利益・資金計画の作成でも同様です。10ヶ月が経過した段階で，あと２ヶ月を予測します。さらに予測した損益計算書をベースに次期の経済環境を予測し，この経済環境を克服できるような方向性を明確にした経営上の意思としての利益・資金計画を作成するのです。

　このように，経営には常に不確実性に対する予測と対応策の実施という意思決定と行動が必要とされます。このためにも，決算までの数ヶ月を予測する，あるいは次期，５年後を予測するといったトレーニングは不可欠となるのです。

　予測を行い，事前に対策を打つという意思決定と行動を続け，それを積み上げることで，経営者として，将来を読み，判断する能力を向上させることができるようになるのです。
　今回提供している中期利益・資金計画策定システムでは，５年後を想定して計画を策定しなければなりません。
３．社内で喧々諤々するのが利益・資金計画  ～全員で作るのが利益・資金計画～

　利益・資金計画は売上，経費，利益の一覧表を作ることではありません。結果として，利益・資金計画を作成する（作られる）ことになりますが，大切なのは利益・資金計画作成のプロセスなのです。
　社長が「この厳しい経済環境のなかで賞与を昨年と同額支払うためには，利益が3,000万円ほど欲しい」と言ったとします。その社長の言葉を受けて営業部門では「売上を２割増やさなければならないが，現在の経営環境では難しい‥‥‥，利益率が改善できればなんとかなりそうだが，製造部でコストダウンはできるだろうか？」それを聞いた，製造部門では「コストを５％下げろだって，製造部門一体となって努力しているのに，これ以上は絶対できない！！  原材料は，今は低いが今後どうなるのかわからない‥‥」また従業員は，「賞与は前年以下でも良いから支給して欲しいが‥‥‥」となる。

　会社全体で，目標利益，売上予算，コストダウンの幅，諸経費，採用計画等のすりあわせを行い，部門間で喧々諤々の議論を行いながら，戦略・戦術，方針と方針を実現する為の数字のガイドラインを作成するプロセスが利益・資金計画そのものなのです。

　従いまして，このプロセスを十分に行うためには，全社的に利益・資金計画作りの取組を始める必要があります。

  社長と会計事務所が作った利益・資金計画は２人だけの利益・資金計画です。これに全社的に，全ての従業員が利益・資金計画を自分の問題として，その実現に積極的に参加してもらうためには，「利益・資金計画策定に参加する＝自分の意見をいう＝自分の問題として取り組む」といった思考をもとに利益・資金計画を策定しなければなりません。

スタッフが３つの参加を実現しなければなりません。３つの参加とは①利益・資金計画づくりに参加  ②利益・資金計画実現に業務活動を通じて参加   ③①②に参加してくれた人だけが，成果配分に参加できる。あたりまえだが，①②（特に②）に参加・協力していないのに，③に参加する（成果をもらえると主張する）のは権利の濫用と考えてよいでしょう。
４．月次決算の必要性   ～利益・資金計画策定・チェックの前提を整える～

　月次決算は利益・資金計画を作成するためだけでなく，利益・資金計画の月別のチェック用にも不可欠資料です。

　月別に展開している利益・資金計画と月次決算の結果を対比することで，利益未達成の原因がわかってきます。売上が少なかったのか，利益率が低かったのか，経費を使いすぎたのか，などといった原因が月単位で把握できるので，どのような経営を行うべきかを判断できます。

　このように月次決算は，月単位での迅速な業績測定だけでなく，月次利益・資金計画の進捗管理のツールとして活用することができるのです。

　ＩＴ化が進展した現在では，パソコンが５万円程度で，中小企業向きの会計ソフトが２～３万程度で購入できます。自社でいつでも業績把握ができるようにするためにも，こうしたハード・ソフトを導入して積極的なＩＴ化を進めるべきではないでしょうか。

５．これからの中小企業の支援のありかた 
  中小企業支援者は今後以下に記載した価値観で支援を行うべきだと思います。
1 会計処理は企業が行う。企業が自分で会計処理を行う（自計化）することで，業績を瞬時に把握できるようになります。月次決算が迅速にできるようになります。素早い業績の検討が可能になります。時代のスピード感を考えると，翌月の５日までに前月までの試算表ができていなければならないと考えます。自計化の支援をしなければなりません。
2 会計処理を企業が行うことで，利益・資金計画策定のための基礎資料ができるようになります。
3 会計処理を企業が行うことで，元帳を随時見ることができるようになります。最近はＣＳＶといった形式でExcelのデータを吐き出すことができるので，経費の管理（実績把握）が簡単かつ，瞬時にできます。経費の削減も自社で行えるようになります。
4 世界不況によって，金融機関に資金的な支援をお願いしなければならないといった場面も増えてきました。そうした場合，自社で会計処理を行っていれば，月次試算表も迅速に提出できるようになります。結果的に，計画と実績の対比（予算実績対比＝予実対比）を自社で行うことができるため，自社で計画に対しての進捗管理ができるようになります。この進捗管理の状況をそのまま金融機関に報告すれば，モニタリングになります。
5 こうした処理を自社の財務部門（若しくは経理部門）の担当者が行うことで，従業員の能力開発ができ，さらにＩＴ化の費用の低減を図ることが可能となります。
6 会計伝票を起票し，会計事務所に依存続けるままで良いのでしょうか。自社で処理のできる有能な従業員を育成して行う方が良いのではないでしょうか。

7 税務申告はまだハードルが高い内容もあります。ですから，税理士さんに任せたほうが良いでしょう。

8 会計事務所を選ぶ場合，上記⑦の税務申告だけでなく，①～⑥を支援してくれる税理士事務所にお願いすべきではないでしょうか。会計事務所の選び方もコストと能力を勘案して決めるべきでしょう。

Ⅱ－２　利益計画だけでは計画としては不十分
１．資金計画が必要な理由

(1)利益と資金のどちらが大切か？
  利益がなくても企業は倒産しません。利益の出ない状態が長く続けば企業は倒産しますが，赤字で倒産するのではなく，利益のない状態が長く続くことで資金が続かず倒産するのです。

  資金（現金預金）が無くなれば即倒産です。支払ができないので，仕入ができなくなり，給与を払えないので，スタッフに仕事をしてもらえなくなります。経費を支払えないので経営活動に支障をきたすようになります。借入金を支払えないので新たな資金供給（金融機関からの借り入れ）がストップします。つまり，資金が無くなった時点で経営活動は継続できない＝倒産 となる訳です。

  大切なのは資金です。資金を増加させるための一番良い方法が，利益を出すということです。そういう意味で，資金は企業存続の必須条件であり，利益は企業成長のための要件であるといえるのです。今の時代は潰れなければ良い。なんとしても生き残って次につなぐためには，資金を大切にした経営をしなければなりません。

(2)利益≠資金の再考

  儲かって資金がない理由は何でしょうか？  
①売掛金が増加する。
②受取手形が増加する。
③在庫が増加する。
④買掛金が減少する。
⑤支払手形が減少する。
⑥設備投資をたくさんする。
⑦借金を気前よくたくさん返済する。

といったところでしょうか。これら資産の増加，負債の減少の結果として儲かってもお金がないということになるのです。

  資産，負債の増減少は，２期分の貸借対照表を比較すればわかります。儲かった結果としてお金（資金）がどのように増減したかは，貸借対照表又はキャッシュフロー計算書を作ることによってわかるようになります。
２．事例で理解してみる
段階的に理解できるよう，簡単な事例を５つ用意しました。
事例１  ２期間の利益は変わりない，売掛金，買掛金の増減なし，車両購入しない，借入金返済しない，減価償却ない

  第一期の税金（法人税等）を第二期に支払っている。→ ▲5,600
第二期の税引前利益 14,000千円だけ現金は増加している。→ ＋14,000
14,000－5,600＝8,400の現金増加
つまり減価償却や資産の増減がなければ，利益＝資金 となります。（ただし，第一期の法人税等の金額の支払いは第二期に発生します。）しかし，こういった現象は実務では，絶対といっていうほどあり得ません。
  こういった，絶対あり得ない 前提の下では，利益＝資金であり，利益計画で策定した利益がそのまま資金（現預金）で残ることになるわけです。
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２期間の利益は変わりない，売掛金，買掛金の増減なし

車両を【購入し】，借入金を【返済する】，減価償却【有り】

損益計算書 第一期 第二期

売上 200,000 200,000 税引前利益 10,500 0 日

仕入 140,000 140,000 減価償却費 3,500 0 日

粗利益 60,000 60,000 売掛金増減無し 0

販売管理費 買掛金増減無し 0

人件費 34,000 34,000 法人税 ▲4,200

減価償却費 3,500 3,500 営業CF 9,800

諸経費 12,000 12,000 投資CF ▲5,000

計 49,500 49,500 財務CF ▲7,200

営業利益（税引前利益） 10,500 10,500 当期CF ▲2,400

税金（実効税率40％） 4,200 4,200 期首現預金残高 2,000

税引後利益 6,300 6,300 期末現預金残高 ▲400

貸借対照表 第一期 第二期 現預金は， ▲2,400

減少している。

現金 2,000 ▲400

売掛金 32,877 32,877

建物・車両 96,500 98,000 車両の購入 5,000

資産合計 131,377 130,477 借入金の返済額 7,200

買掛金 11,507 11,507 売掛金・買掛金の計算 同額

未払法人税 4,200 4,200

借入金 100,000 92,800

負債合計 115,707 108,507 回転日数

資本金 10,000 10,000 売上債権回転日数 60 日 60 日

剰余金 5,670 11,970

純資産合計 15,670 21,970 買入債務回転日数 30 日 30 日

負債・純資産合計 131,377 130,477

キャッシュ・フロー計算書  第二期

売上債権回転日数は変化していない。

買入債務回転日数は変化していない。


事例２  ２期間の利益は変わりない，売掛金，買掛金の増減なし，車両購入しない，借入金返済しない，減価償却【有り】

  事例１との違いは，減価償却費の有無です。減価償却費は支出の発生しない費用であり，法人税等を節約することを通じてキャッシュフローを改善することができます。現金支出の発生しない費用なので，期末現預金の残高に変わりがありません。 

第一期の税金（法人税等）を第二期に支払っている。→ ▲4,200
第二期の税引前利益 10,500千円だけ現金は増加している。→ ＋10,500
  第二期の減価償却費は支出の発生していない費用なので，この金額分だけキャッシュフローは改善することができます。（減価償却留保という）→ ＋ 3,500
10,500－4,200＋3,500＝9,800 の現金増加
  第二期にも減価償却費を計上しているので，税引前利益がこの金額（3,500）だけ少なくなってくる。当然，税引前利益が減少するのであるから，法人税等が節約されることになる。この節約金額は 3,500×40％＝1,400だけ第三期の法人税等の支出が減額されるため，この金額だけ現預金が増加（キャッシュフローが改善）することになります。

  正しい減価償却を行うことで，法人税等の節約を通じてキャッシュフローが改善できたのです。
[image: image2.emf]事例1

２期間の利益は変わりない，売掛金，買掛金の増減なし

車両購入しない，借入金返済しない，減価償却ない

損益計算書 第一期 第二期

売上 200,000 200,000 税引前利益 14,000 0 日

仕入 140,000 140,000 減価償却費 0 0 日

粗利益 60,000 60,000 売掛金増減無し 0

販売管理費 買掛金増減無し 0

人件費 34,000 34,000 法人税 ▲5,600

減価償却費 0 営業CF 8,400

諸経費 12,000 12,000 投資CF 0

計 46,000 46,000 財務CF 0

営業利益（税引前利益） 14,000 14,000 当期CF 8,400

税金（実効税率40％） 5,600 5,600 期首現預金残高 2,000

税引後利益 8,400 8,400 期末現預金残高 10,400

貸借対照表 第一期 第二期 現預金は， 8,400

増加している。

現金 2,000 10,400

売掛金 32,877 32,877

建物・車両 100,000 100,000 車両の購入

資産合計 134,877 143,277 借入金の返済額

買掛金 11,507 11,507 売掛金・買掛金の計算 同額

未払法人税 5,600 5,600

借入金 100,000 100,000

負債合計 117,107 117,107 回転日数

資本金 10,000 10,000 売上債権回転日数 60 日 60 日

剰余金 7,770 16,170

純資産合計 17,770 26,170 買入債務回転日数 30 日 30 日

負債・純資産合計 134,877 143,277

キャッシュ・フロー計算書  第二期

売上債権回転日数は変化していない。

買入債務回転日数は変化していない。


事例３  ２期間の利益は変わりない，売掛金，買掛金の増減なし，車両を【購入し】，借入金を【返済する】，減価償却【有り】

  事例１との違いは，減価償却費が発生し，車両購入し，借入金返済の有無です。車両は購入した金額だけ現預金の支出が発生し，借入金についても返済した金額だけ現預金の支出が生じます。どちらも，キャッシュフローが減少します。

※説明を単純化するため，取得資産の減価償却と，借入金の金利計算は除外している。 

第一期の税金（法人税等）を第二期に支払う。→ ▲4,200
第二期の税引前利益 10,500千円だけ現金は増加。→ ＋10,500
  第二期の減価償却費は支出の発生していない費用なので，この金額分だけキャッシュフローは改善します。（減価償却留保という）→ ＋ 3,500
  第二期に5,000の車両を取得した。→ ▲5,000  投資ＣＦ 

第二期に7,200の借入金を返済した。→▲7,200 財務ＣＦ

10,500－4,200＋3,500－5,000－7,200＝▲2,400 の現金減少  この結果，現金残はマイナス（2,000－2,400＝▲400）になります。

  減価償却費を正しく計上するだけでなく，設備投資等（有形固定資産等の取得）及び借入金の返済等も計画にいれておかないと，倒産という事態を引き起こすことになります。

[image: image3.emf]事例2

２期間の利益は変わりない，売掛金，買掛金の増減なし

車両購入しない，借入金返済しない，減価償却【有り】

損益計算書 第一期 第二期

売上 200,000 200,000 税引前利益 10,500 0 日

仕入 140,000 140,000 減価償却費 3,500 0 日

粗利益 60,000 60,000 売掛金増減無し 0

販売管理費 買掛金増減無し 0

人件費 34,000 34,000 法人税 ▲4,200

減価償却費 3,500 3,500 営業CF 9,800

諸経費 12,000 12,000 投資CF 0

計 49,500 49,500 財務CF 0

営業利益（税引前利益） 10,500 10,500 当期CF 9,800

税金（実効税率40％） 4,200 4,200 期首現預金残高 2,000

税引後利益 6,300 6,300 期末現預金残高 11,800

貸借対照表 第一期 第二期 現預金は， 9,800

増加している。

現金 2,000 11,800

売掛金 32,877 32,877

建物・車両 96,500 93,000 車両の購入

資産合計 131,377 137,677 借入金の返済額

買掛金 11,507 11,507 売掛金・買掛金の計算 同額

未払法人税 4,200 4,200

借入金 100,000 100,000

負債合計 115,707 115,707 回転日数

資本金 10,000 10,000 売上債権回転日数 60 日 60 日

剰余金 5,670 11,970

純資産合計 15,670 21,970 買入債務回転日数 30 日 30 日

負債・純資産合計 131,377 137,677

キャッシュ・フロー計算書  第二期

売上債権回転日数は変化していない。

買入債務回転日数は変化していない。


事例４  次期は利益が増加する，売掛金，買掛金も【増減する】，車両を【購入し】，借入金を【返済する】，減価償却【有り】

  事例１との違いは，第二期は利益が増加し，減価償却費，車両購入，借入金の有無です。車両は購入した金額だけ現預金の支出が生ずるし，借入金についても返済した金額だけ現預金の支出が生じます。どちらも，キャッシュフローが減少する形の影響が生じます。

  これに加えて，売上の増加にともなって売掛金が増加し，仕入の増加にともなって買掛金が増加し運転資本が変動します。

第一期の税金（法人税等）を第二期に支払っている。→ ▲4,200
第二期の税引前利益 25,500千円だけ現金は増加している。→ ＋25,500
  第二期の減価償却費は支出の発生していない費用なので，この金額分だけキャッシュフローは改善する（減価償却留保という）→ ＋ 3,500
  第二期の売掛金が増加する。41,096－32,877＝8,219 売掛金の増加なので増加金額がキャッシュフローのマイナスになる。→ ▲8,219
  第二期の買掛金が増加する。14,384－11,507＝2,877 買掛金の増加なので増加金額がキャッシュフローのプラスになる。→2,877
第二期に5,000の車両を取得した。→ ▲5,000  投資ＣＦ 

第二期に7,200の借入金を返済した。→▲7,200  財務ＣＦ

25,500－4,200－8,219＋2,877＋3,500－5,000－7,200＝7,258 の現金増加  この結果，現金残は増加（2,000＋7,258＝9,258）する。

  売上の増減に伴って当然ながら売掛金，買掛金も増減する。この売掛金，買掛金の予算を決めずに計画を策定しては現預金の残高は変動するだろう。

[image: image4.emf]事例4

次期は利益が増加する，売掛金，買掛金も【増減する】

車両を【購入し】，借入金を【返済する】，減価償却【有り】

損益計算書 第一期 第二期

売上 200,000 250,000 税引前利益 25,500 0 日

仕入 140,000 175,000 減価償却費 3,500 0 日

粗利益 60,000 75,000 売掛金増加 ▲8,219

販売管理費 買掛金増加 2,877

人件費 34,000 34,000 法人税 ▲4,200

減価償却費 3,500 3,500 営業CF 19,458

諸経費 12,000 12,000 投資CF ▲5,000

計 49,500 49,500 財務CF ▲7,200

営業利益（税引前利益） 10,500 25,500 当期CF 7,258

税金（実効税率40％） 4,200 10,200 期首現預金残高 2,000

税引後利益 6,300 15,300 期末現預金残高 9,258

貸借対照表 第一期 第二期 現預金は， 7,258

増加している。

現金 2,000 9,258

売掛金 32,877 41,096

建物・車両 96,500 98,000 車両の購入 5,000

資産合計 131,377 148,354 借入金の返済額 7,200

買掛金 11,507 14,384 売掛金・買掛金の計算

回転率で計算

未払法人税 4,200 10,200

借入金 100,000 92,800

負債合計 115,707 117,384 回転日数

資本金 10,000 10,000 売上債権回転日数 60 日 60 日

剰余金 5,670 20,970

純資産合計 15,670 30,970 買入債務回転日数 30 日 30 日

負債・純資産合計 131,377 148,354

キャッシュ・フロー計算書  第二期

売上債権回転日数は変化していない。

買入債務回転日数は変化していない。


事例５  次期は利益が増加する，売掛金は【回収が滞る】，買掛金は【支払が早まる】,車両を【購入し】，借入金を【返済する】，減価償却【有り】

  事例４との違いは，売上増加に伴って回収が滞り売掛金が大幅に増加する一方で，支払いの早い仕入先から仕入れることにしたので，買掛金支払いは早くなっているとうことです。

第一期の税金（法人税等）を第二期に支払っている。→ ▲4,200
第二期の税引前利益 ２５，５００千円だけ現金は増加している。→ ＋25,500
  第二期の減価償却費は支出の発生していない費用なので，この金額分だけキャッシュフローは改善する（減価償却留保という）→ ＋ 3,500
  第二期の売掛金が大幅に増加する。47,945－32,877＝15,068 売掛金の増加なので増加金額がキャッシュフローのマイナスになる。→ ▲15,068
  第二期の買掛金が減少する。9,589－11,507＝▲1,918 買掛金の減少なので減少金額がキャッシュフローのマイナスになる。→▲1,918
第二期に５，０００の車両を取得した。→ ▲5,000  投資ＣＦ 

第二期に７，２００の借入金を返済した。→▲7,200 財務ＣＦ

25,500－4,200－15,068－1,918＋3,500－5,000－7,200＝▲4,386 の現金減少  この結果，現金残はマイナス（2,000－4,386＝▲2,386）になる。

  売上が増加して，利益が増加しても。回収管理，支払管理を怠ると現預金はマイナス（つまり倒産）ということになる。

   事例５まで段階的に説明してきたことをまとめる。

1 利益＝資金は あり得ません。利益を計画する利益計画と，資金を計画する資金計画の２つの計画が必要になります。

2 減価償却費を正しく計上することで，法人税等の節約を通じてキャッシュフローを改善します。→営業ＣＦ

3 売上の増減に伴って増減する売上債権（売掛金＋受取手形），棚卸資産，買入債務（買掛金＋支払手形）の増減を資金計画に反映させる必要があります。→営業ＣＦ

※この段階の説明までは煩雑さを避けるために売上債権を売掛金だけ，買入債務を買掛金だけに限定して説明しています。

4 設備投資をしたらお金が必要ですし，遊休設備を売却したらお金が入ります。この部分も資金計画に反映する必要があります。→投資ＣＦ

5 借金を返せばお金が減りますし（金利以外は借入金の返済は損益計算書とは関係ない），逆に借金をすればお金が増えますよね。借入金の借入，返済を計画に反映しませんと，儲かったお金で借入金を返済してしまえば，現預金が減少することがあることを見落としがちです。儲けても，儲けても過去の借金返済でお金が残らないといったこともある訳です。→財務ＣＦ

[image: image5.emf]事例5

次期は利益が増加する，売掛金は【回収が滞る】

買掛金は【支払が早まる】,車両を【購入し】，借入金を【返済する】，減価償却【有り】

損益計算書 第一期 第二期

売上 200,000 250,000 税引前利益 25,500 -10 日

仕入 140,000 175,000 減価償却費 3,500 10 日

粗利益 60,000 75,000 売掛金増加 ▲15,068

販売管理費 買掛金減少 ▲1,918

人件費 34,000 34,000 法人税 ▲4,200

減価償却費 3,500 3,500 営業CF 7,814

諸経費 12,000 12,000 投資CF ▲5,000

計 49,500 49,500 財務CF ▲7,200

営業利益（税引前利益） 10,500 25,500 当期CF ▲4,386

税金（実効税率40％） 4,200 10,200 期首現預金残高 2,000

税引後利益 6,300 15,300 期末現預金残高 ▲2,386

貸借対照表 第一期 第二期 現預金は， ▲4,386

減少している。

現金 2,000 ▲2,386

売掛金 32,877 47,945

建物・車両 96,500 98,000 車両の購入 5,000

資産合計 131,377 143,559 借入金の返済額 7,200

買掛金 11,507 9,589 売掛金・買掛金の計算

回転率で計算

未払法人税 4,200 10,200

借入金 100,000 92,800

負債合計 115,707 112,589 回転日数

資本金 10,000 10,000 売上債権回転日数 60 日 70 日

剰余金 5,670 20,970

純資産合計 15,670 30,970 買入債務回転日数 30 日 20 日

負債・純資産合計 131,377 143,559

キャッシュ・フロー計算書  第二期

売上債権回転日数が 10日 悪化している。

買入債務回転日数が 10日 短くなっている。

当社は資金負担増。仕入先は資金負担減。


mn130731 きんざい原稿　Ⅱ 1 2 なぜ利益・資金計画が必要か　●ok●
1

